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１．不法係留船対策の経緯

２．第３次計画の策定について

３．令和5年度 プレジャーボートの放置艇対策の推進に

向けた検討会について

４．第３次計画の主な内容について

５．第3次計画策定スケジュール



１．不法係留船対策の経緯
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主な協議会での経緯 主な対策実施の経緯

【簡易代執行】下坂手変形護岸

【簡易・行政代執行】松之木変形護岸

【簡易代執行】西川地先

【重点的撤去区域】ケレップ水制群

【簡易代執行】ケレップ水制群

【重点的撤去区域】船頭平木曽川水路及び西川地先

【重点的撤去区域】油島地先

H30.5 【放置禁止指定】下流全区間

H30.12 【簡易代執行】油島地区

第２次計画書の策定

計画書の策定

第1回協議会の開催

H20.2

H23.6

H30.2
【自主撤去】船頭平暫定係留施設

R2.6 【行政代執行】木曽川水路

木曽三川下流部船舶対策協議会は、木曽三川下流域（木曽川下流河川事務所管内）
の不法係留船等の計画的な対策の促進を図るため、平成２０年２月１５日に発足しました。

R4.6 【簡易代執行】鍋田上水門前
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2022年8月1日見直し

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

ケレップ水
制群

油島地先

船頭平閘門
木曽川水路
及び西川地
先

第3次計画
第2次計画（延長～R6年度）
第3次計画の検討

計画

重点的撤
去区域に
おける不
法係留船

対策

変形護岸
の適正な
維持管理

重点的撤
去区域以
外の対策

既存の恒
久的係留・
保管施設
の活用

その他

簡易代執行

行政代執行

放置禁止指定準備・施行

条例制定に向けた検討

新規
重点的撤去
区域の設定

情報発信

第３次計画
の検討と
併せて検討

新規係留候補地の調整・自主撤去指導 移動・自主撤去の完了

指導・強制撤去措置

指導・強制撤去措置

新規係留候補地の調整・自主撤去指導 移動・自主撤去の完了

罰則適用の検討

継続的な廃船処理の推進廃船処理 ※予算に応じ随時実施

是正指示（警告文書送付）

監視の継続
指導・整理集約

実態調査、維持管理計画書への記載（避難方法、浚渫など）、ナンバープレート貼付

自主撤去指導・説明会実施・移動完了

利用可能施設の検討
恒久的施設の活用検討

継続的な啓発活動広報（市町広報誌・リーフレット配布・ホームページ）

第1次計画 第2次計画（H30年度～H34年度（R4年度））

「計画的な不法係留船対策の促進について」
（平成 10 年 2 月 12 日 建設省河川局長通達）

２．第３次計画の策定について

H29年度までに対策完了 継続的な監視
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3．令和5年度 プレジャーボートの放置艇対策の推進に

向けた検討会について
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■所有者による係留・保管場所確
保に向けた指導・啓発

・所有者の責任において係留・保管場
所確保に努めるよう関係機関により
指導・啓発することが望ましいとされ
ている。

■海洋教育等を通じた対策の周知
・イベントや体験ツアーの中で放置艇対策の意義を伝えること、
マスメディアの協力を得ることの重要性が指摘されている。

⇒第3次計画にお
ける広報に反映

3．令和5年度 プレジャーボートの放置艇対策の推進に

向けた検討会について



Ⅰ．不法係留船対策における現状と課題

１．不法係留船対策に係る計画の策定

２．河川法施行令に基づく放置禁止指定
３．木曽三川下流部における不法係留船の現状
４．重点的撤去区域等における不法係留船対策
５．変形護岸の維持管理

（１）係留許可船舶の管理
（２）変形護岸の維持管理

６．恒久的係留・保管施設
７．関係機関との連携

Ⅱ．不法係留船対策に係る基本的事項
１．目的
２．対象期間
３．対象区域

Ⅲ．不法係留船対策に係る実施事項
１．関係機関との連携による対策推進
２．重点的撤去区域等における計画的な不法係留船対策

（１）重点的撤去区域の順次拡大
（２）指定済区域等における対策

３．変形護岸の適正な維持管理
（１）係留許可船舶の適正な管理
（２）変形護岸の適正な維持管理

４．既存の恒久的係留・保管施設の活用
５．不法係留船舶のモニタリング

Ⅳ．不法係留船対策に係る年次計画

１．不法係留船対策に係る年次計画

２．重点的撤去区域に係る年次計画

４．第３次計画の主な内容について

Ⅰ．不法係留船対策における現状と課題
１．第１次計画策定
２．重点的撤去区域等における不法係留船対策
３．変形護岸の維持管理

（１）係留許可船舶の管理
（２）変形護岸の維持管理

４．恒久的係留・保管施設
５．河川法施行令の改正

Ⅱ．不法係留船対策に係る基本的事項
１．目的
２．対象期間
３．対象区域

Ⅲ．不法係留船対策に係る実施事項
１．全般的事項
２．重点的撤去区域等における計画的な不法係留船対策
３．変形護岸の適正な維持管理

（１）係留許可船舶の適正な管理
（２）変形護岸の適正な維持管理

４．既存の恒久的係留・保管施設の活用
５．河川法施行令に基づく放置禁止指定

Ⅳ．不法係留船対策に係る年次計画

１．重点的撤去区域の設定状況

２．重点的撤去区域における不法係留船の強制的な
撤去措置に係る年次計画

第３次計画（R7.3策定予定）第２次計画（H30.3策定） 第３次計画における方針
(拡大・対応強化、追加事項等)

放置禁止指定（H30.5.7）を反映

利用実態ない船の取り消し、近隣漁協
への加入や漁業生産組合結成を促す、
係留 許可条件の設定

実態調査を基に協議による変形

護岸の整理集約

係留・保管に関する条例制定の検討

第2次計画における対策実施状況、最

新の船舶状況による更新

移動に応じないPBの強制撤去等の措

置、係留箇所の集約化

「令和5年度 プレジャーボートの放置艇対策の推進に向けた検討会」の反映 現状・課題を踏まえた実施内容の見直し 計画の進捗に応じた時点更新見直しのポイント

効率的な広報の実施、放置禁止指定
に基づく対策の推進、船舶所有者調
査

継続的な監視の重要性を計画書に

位置づけ「不法係留船舶のモニタリ

ング」の項目を追加

「令和5年度プレジャーボートの放置

艇対策の推進に向けた検討会」の提
言内容等を反映

計画策定の経緯を更新

重点的撤去区域の拡大、放置禁止指定
に基づく対策の推進、 廃船処理の量

的拡大

6

「関係機関との連携」を追加
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２．重点的撤去区域等における計画的な不法係留船対策

１．関係機関との連携による対策推進

実施項目については、協議会の場を活用しつつ、関係機関との役割分担を明確にした上で連携・協力しながら推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルにより継続的
に評価・改善等を行うものとする。
不法係留船対策の意義や必要性、船舶所有者による係留・保管場所の確保等について、SNSやイベントの活用、的を絞った広報の実施など、効率的・効果的
な手法を用い広報活動に積極的に取り組む。
放置禁止指定に基づき、今後は合同パトロール時により強い指導等を行っていく。特に悪質なものには罰則の適用に向けた措置を講ずる。
占用者である自治体と河川管理者が連携し、係留施設内船舶の所有者等の状況把握、情報共有を図り、適切な管理体制の構築に努める。

Ⅲ．不法係留船対策に係る実施事項

河川法に基づく河川監理員の指示並びに監督処分、及び簡易代執行及び行政代執行を実施
し、継続的に監視を行う。
重点的撤去区域を必要性の高い区域から順次設定する。
重点的撤去区域以外の河川区域については、河川監理員の指示を含めて適切な指導を行う。

代執行の実施の様子（左：R2 船頭平閘門 右：R4 鍋田川上水門）

第３次計画の概要

Ⅱ．不法係留船対策に係る基本的事項

対象期間は、令和7年度から令和16年度までの10カ年間とする。

対象区域は、木曽川、長良川及び揖斐川の木曽三川下流部（木曽川下流河川事務所管内）とする。

海抜ゼロメートル地帯を有する濃尾平野が広がり、南海トラフの発生が危惧される当該地域において、河川管理上の支障となる不法係留船について、第
１次計画に引き続き、関係機関と連携・協力しつつ、効果的な対策を実施するものとする。
現状の課題や河川整備計画、推進計画を受けた法整備を踏まえた対策を実施するものとする。

１.目的

２.対象期間

３.対象区域

４．第３次計画の主な内容について
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Ⅲ．不法係留船対策に係る実施事項

４．既存の恒久的係留・保管施設の活用

５．不法係留船舶のモニタリング

船舶所有者の自己責任の原則を前提にしながら、水面利用のルールやマナーに関する意識啓発活動を行っていく。
既存の恒久的係留・保管施設の利用状況や活用方策等に関する情報を関係者間で共有し、プレジャーボートの既存施設への移動を支援する。
水域のみでは係留・保管容量に限りがあることから、自治体において自宅等陸上での保管も視野に入れた条例の制定を検討する。

変形護岸の係留船舶の状況を把握する係留利用実態調査、変形護岸外の状況を把握する巡視調査を継続して実施し、
その結果を不法係留船舶への指導、変形護岸の維持管理、廃船処理等に活用する。
船舶の現状把握にあたっては、UAVの活用等により効率的、効果的に実施するとともに、有効な技術について情報収集
を継続する。

３．変形護岸の適正な維持管理

（１）係留許可船舶の適正な管理
許可係留船舶は、漁船及び生業船に合致することを基本とし「日常及び出水時管理が徹底できる生業の用に供する船舶」とする。漁協規模の縮小化、解
散等が生じた際、引き続き係留を希望する場合は、他の漁協等への加入や漁業生産組合の設立を促す。
船舶管理を徹底するために、ナンバープレートの船外貼付を義務づける。
占用者が係留許可・更新する際は、船舶所有者の高齢化による所有者不在状態・ 放置・廃船化を防止するため、所有者に問題が生じた際の第2連絡先の
確認、船舶の撤去に関する保証人の設定など、係留許可条件を定める。
一定期間の利用実態がない船舶は、係留許可を取り消す。
占用者及び河川管理者は、ナンバープレートを活用し係留船舶の権利譲渡や隻数の追加等について定期的に調査・監視する。
変形護岸係留船舶の所有者は、出水時等における船舶の避難場所を確実に確保し、避難方法を維持管理計画書に明記する。
河川工事の支障となった船舶の係留を一時的に認めていた変形護岸（上之輪新田、下深谷部（城の堀）、下深谷部（野球場前）、上之郷）は、漁船等生業
船の係留を認めることとしたため、係留期間が過ぎて移動しないプレジャーボートについては強制的な撤去の措置等を行い、係留箇所の集約化を図る。

（２）変形護岸の適正な維持管理
変形護岸内の維持管理は、費用負担を含め占用者または利用者が行うものとし、具体的な内容については維持管理計画書に記載するものとする。河川
管理者は、占用者から一定の期間ごとに維持管理状況の報告を受け、占用施設の適正な管理に関して確認を行う。
係留船舶が減少している変形護岸については実態調査を基に協議し、整理・集約を進めるとともに、係留船舶が存在しない変形護岸は占用廃止し、必要
に応じて締め切り等を実施する。
占用廃止した変形護岸については、占用者の適正な管理が確実に実施される場合においてのみ、新たな水面利用のための占用協議に応じるものとする。

４．第３次計画の主な内容について

第３次計画の概要
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①重点的撤去区域における対策（第3次計画素案 P14）

４．第３次計画の主な内容について

（１）重点的撤去区域の順次拡大

重点的撤去区域の設定・看板の設置・代執行の告示等により自主的に移動 する効果が期待できるた

め、重点的撤去区域の順次拡大に取り組む。

重点的撤去区域の拡大は揖斐川上流域を候補とし、拡大に先立ち、対象箇所付近の漁船等生業船の

係留候補地を係留施設利用者の意向を踏まえつつ自治体等が河川管理者と調整の上で恒久的に占用し、

その後重点的撤去区域を指定する。

最終的には、重点的撤去区域を木曽三川下流部全体に設定することを念頭におきつつ、不法係留船対

策を適正に実施するため、洪水・津波・高潮による災害発生時の河川管理施設への被害防止、舟運利用

の保全、河川環境の保全等の観点から、順次設定する。
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５.不法係留船舶のモニタリング

不法係留船舶の継続的な監視は、重点的撤去区域以外や係留施設も含め重要である。変形護岸の係

留船舶の状況を把握する係留利用実態調査、変形護岸外の状況を把握する巡視調査を継続して実施し、

その結果を不法係留船舶所有者への指導、変形護岸の維持管理、廃船処理等に活用する。

船舶の現状把握にあたっては、UAVの活用等により効率的、効果的に実施するとともに、有効な技術に

ついて情報収集を継続する。

写真 15 UAVを活用した船舶の確認

②不法係留船舶のモニタリング（第3次計画素案 P20）

４．第３次計画の主な内容について
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③関係機関との連携による対策推進、④効率的な広報の実施（第3次計画素案 P13）

４．第３次計画の主な内容について

III.不法係留船対策に係る実施事項

１.関係機関との連携による対策推進

Ⅱに示した基本的事項を踏まえ、具体的な実施事項を図に示す。

各実施項目については、協議会の場を活用しつつ、関係機関との役割分担を明確にした上で連携・協力し

ながら推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に評価・改善等を行うものとする。

（１）広報

不法係留船対策の意義や必要性、船舶所有者による係留・保管場所の確保等について地域住民のさらな

る理解向上を図るために、SNSやイベントの活用、的を絞った広報の実施など、効率的・効果的な手法を用い

広報活動に積極的に取り組む。

（２）放置禁止指定に基づく対策の推進

管内全域を対象に放置禁止指定（ H30.5.7 ）を実施しており、今後は合同パトロール時により強い指導等を

行っていく。特に悪質なものには罰則の適用に向けた措置を講ずる。

（３）船舶所有者調査

占用する係留施設内の係留船舶の状況を把握しきれていない施設があることから、占用者である自治体と

河川管理者が連携し、係留施設内船舶の所有者等の状況把握、情報共有を図り、適切な管理体制の構築に

努める。
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⑤漁協の縮小・解散時における許可船舶の取り扱い（第3次計画素案 P16）

４．第３次計画の主な内容について

３.変形護岸の適正な維持管理

（１）係留許可船舶の適正な管理

木曽三川下流部における変形護岸に許可係留できる船舶は、船を利用した生業の維持及び河川管理

上の観点から、下記（ア）（イ）に合致することを基本とし「日常及び出水時管理が徹底できる生業の用に供

する船舶」とする。漁協規模の縮小化、解散等が生じた際、引き続き係留を希望する場合は他の漁協等へ

の加入や漁業生産組合の設立を促す。
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⑥ナンバープレート設置について（第3次計画素案 P16）

４．第３次計画の主な内容について

３.変形護岸の適正な維持管理

（１）係留許可船舶の適正な管理

（略）

船舶管理を実施するために、占用者は連続した番号を船舶に割り振ったナンバープレートの船外への

貼付を義務づけ、不明確な船舶の係留をなくし、所有者等を確実に把握する。占用者が係留許可・更新す

る際は、船舶所有者の高齢化による所有者不在状態・ 放置・廃船化を防止するため、所有者に問題が生

じた際の第2連絡先の確認、船舶の撤去に関する保証人の設定など、係留許可条件を定める。なお、一定

期間の利用実態がない船舶は、係留許可を取り消すものとする。

占用者及び河川管理者は、ナンバープレートを活用し変形護岸における係留船舶の権利譲渡や隻数

の追加等について定期的に調査・監視する。また変形護岸に許可係留している船舶の所有者は、出水時

等における船舶の避難場所を確実に確保した上で、占用者は避難方法を維持管理計画書に明記する。
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４．第３次計画の主な内容について

⑦係留・保管施設に関する条例の制定について（第3次計画素案 P19）

４.既存の恒久的係留・保管施設の活用

水域利用の秩序の確立や船舶の係留・保管の適正化を図るためには、まずは、船舶所有者の自己責

任の原則を前提にしながら、河川管理者、地方自治体、水域管理者等の関係者の責務・役割を明確にし

つつ、水域利用のルールやマナーの遵守、係留・保管場所の確保等について、船舶所有者の意識啓発活

動を行っていく。

それを踏まえた上で、マリーナや漁港等の既存の恒久的係留・保管施設の利用状況や活用方策等に関

する情報を関係者間で常に共有し、プレジャーボートの既存施設への移動を支援する。

図 船舶の係留保管に関する条例
を制定した事例（千葉県の例）

なお、水域のみでは係留・保管容量に限り

があることから、自治体において自宅等陸上

での保管も視野に入れた適正な係留・保管に

関する秩序確立等を目的とした条例の制定

を検討する。
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・市町における係留場所に関する条例等について事例収集を行った。
・25事例を確認し、条例、規則、要綱により利用方法等を定めている。
・一例として大田区では、使用手続き、使用期間、行為の制限、代執行等について規定している。

▼市町村における係留施設の条例等

４．第３次計画の主な内容について

参考 市町による条例等の制定について

▼大田区における条例の内容（抜粋）

1 北海道 室蘭市 条例 有料 室蘭市マリーナ条例
2 北海道 室蘭市 規則 有料 室蘭市マリーナ条例施行規則
3 青森県 五所河原市 条例 有料 五所川原市十三湖マリーナ設置条例
4 宮城県 石巻市 条例 有料 石巻市南浜マリーナ条例
5 宮城県 亘理町 条例 有料 亘理町荒浜漁港フィッシャリーナ条例
6 宮城県 亘理町 要領 有料 亘理町荒浜漁港フィッシャリーナ使用許可条件
7 茨城県 稲敷郡美浦村 条例 有料 美浦村大山マリーナの設置及び管理に関する条例
8 東京都 大田区 条例 有料 大田区係留施設条例
9 東京都 品川区 要綱 － 品川区目黒川船着場管理運営要綱
10 神奈川県 横須賀市 条例 有料 ボートパーク条例
11 静岡県 浜松市 条例 有料 浜松市天竜相津マリーナ条例
12 愛知県 田原市 条例 有料 田原市字型船舶係留施設の設置及び管理に関する条例
13 三重県 四日市 条例 有料 四日市港管理組合プレジャーボート等のけい留保管の適正化に関する条例
14 兵庫県 洲本市 条例 有料 洲本市漁港の設置及び管理に関する条例
15 和歌山県 海南市 条例 有料 海南市係留施設管理条例
16 島根県 松江市 条例 有料 松江市鹿島マリーナの設置及び管理に関する条例
17 山口県 下関市 条例 有料 下関市ボートパークの設置等に関する条例
18 香川県 高松市 条例 有料 高松市港湾管理条例
19 愛媛県 新居浜市 要綱 有料 新居浜マリーナ設置及び管理規程
20 高知県 香南市 条例 有料 香南市ポートマリーナ施設の設置及び管理に関する条例
21 福岡県 北九州市 要領 有料 小型船係留施設使用要領
22 長崎県 佐世保市 要綱 － 佐世保市プレジャーボート対策要綱
23 熊本県 宇土市 条例 有料 宇土マリーナ条例
24 熊本県 天草市 条例 有料 天草市港湾管理条例
25 鹿児島県 鹿児島市 条例 有料 鹿児島市港湾管理条例

都道府県No. 条例名有料/無料条例市町村 第4条 使用手続き
係留施設を使用しようとする者は、区長

に申請し、その承認を受けなければならな
い。

区長は、前項の承認に際し、係留施設の
管理上必要な条件を付すことができる。

第5条 使用期間及びその更新
係留施設の使用の期間は、1年以内とす

る。

第14条 行為の制限
工作物を設置すること。

承認を受けた係留施設以外の係留施設
を使用すること。

係留施設の管理に支障を及ぼすおそれ
のある行為をすること。

第19条 代執行
（前略）物件等の移転若しくは除去又は

係留施設の原状回復の命令（中略)に従わ

ない場合において、（中略）代執行を行うこ
とができる。
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R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度

関係機関
との連携
による対
策推進

重点的撤
去区域等
における
計画的な
不法係留
船対策

変形護岸
の適正な
維持管理

既存の恒
久的係留・
保管施設
の活用

不法係留
船舶のモ
ニタリング

条例制定に向けた検討

漁船等生業船係留候補地の占用、簡易代執行・廃船処理、合同パトロール

ナンバープレート設置、
維持管理計画書への記載（避難方法、浚渫等）

一時的に係留を認めていた施設における船舶の強制的な撤去、
係留箇所の整理集約

既存施設に関する情報共有

巡視調査、係留船等実態調査

４．第３次計画の主な内容について

実態調査を活用した定期的な調査・指導・監視、変形護岸の維持管理、変形護岸の整理・集約

船舶所有者調査

広報、放置禁止指定に基づく対策の推進

重点的撤去区域の拡大(係留施設の調整、重点的撤去区域指定、強制的な撤去等の措置）

指定済み区域等における年次計画(強制的な撤去等の措置、継続的な監視）

・年次計画
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３．第3次計画策定スケジュール

本日

※７月の協議会後の意見照会、パブリックコメントにおいて大きな懸案事項や修
正事項がなければ２月の協議会は前倒しで開催し、３次計画を策定する。


